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1‡　じ　め　に
　フランス会計制度の中軸をなす「プラン・コンタブル・ジェネラル」（Plan
Comptable　G6neral）一それは，統一勘定組織と一般会計（財務会計），および
経営分析会計（原価会計）を包摂した独自の会計原則である一の改訂作業は，
すでに1971年にその推進主体である国家会計審議会（Conseil　Nati・nal　de　la
C・mptabilite）により開始されたが，ようやく1978年末に完了し，その成果は，
1979年1月16日に開催された国家会計審議会総会において承認・確定された後
に，同年6月15日付の官報に公示された経済省令（arret6　du　ministre　de　1’　Ec・－
nomie）に「プラン・コンタブル・ジェネラル案（1）」（Projet　de　Plan　Comptable
General）一以下，新プランと呼ぶ一として添付され，公表されるに至ったa
　このようにして誕生した新プランは，今後フランスの国内法がECの関係規
定（特にEC第4号指令（Projet　de　lVe　directive　de　la　C．　E．　E．））と調整されるよ
うに改訂された暁に，実際に適用されることになるわけである。
　本稿は，久しく待望されたこの新しいプラン・コンタブルを，特にその一つ
の主要な内容をなし，かつ改訂の過程で重要な変更を余儀なくされた評価規定
に焦点を合わせて考察し，それのもつ意義と問題点を明らかにしようとするも
のである。
｛1）Conseil　National　de　Ia　Comptabilitξ；Projet　de　Plan　Comptable　G6n6rnal　annex6　a
　1’arret6　du　ministre　de　1’・Economie　publi6　au　Journal　officiel　du　15　juin　1979．（以下，
　PCG（1979）と省略する。）なお，この新プラン全体について紹介を試みたものとして，次の
　文献がすでに発表されている。中村宣一朗・森川八洲男・高尾裕二as　・rフラソス新会計基準の
　確定」企業会計32巻2号（1980年2月号）。
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1　新プラン成立までの経過ω
　さて，1957年に設定された現行プラン・コンタブルの改訂は，1971年3月17
日に開催された国家会計審議会の年次総会の席上で大蔵大臣が表明した要請を
受けて，正式に開始された。その際，大蔵大臣が特に改訂の理由として指摘し
たのは，次の3点であった②。
　（1）経済的かつ法律的現実の発展に即応すること．
　｛2）各種の利用者に提供される会計情報（informati・n　comptable）を改善する
　　こと．
　（3）近代的なデータ処理手段（moyens　modernes　de　traitemeTnt　des　donnees）を導
　　入すること．
　そして，この改訂作業のために，国家会計審議会の中に特に各種の専門委員
会が設置された。次の6つの委員会がそれである。
　（1）法律委員会（C・mmiss三・n　juridique）
　（2）用語委員会（Commission《terminologie》）
　（3）評価委員会（Commission＜＜evaluati・n》）
　〈4）財務諸表・会計分類委員会（Commission《documents　de　synth6se　et　nomen・
　　c王atures　comptables》）
　〈5＞分析会計委員会（C・m・niss三・n《comptabilit6　analytique》）
　（6）情報処理委員会（C・mmissi・n《Inf。rmatique》）
　これらの委員会は，《審議会の思考装置（appareil　de　reflexion）の最も活発な
歯車（rouages）》としての役割をにない，それぞれの問題領域ごとに具体的な
敏訂作業に着手した（3）。その際，改訂作業全体の焦点は，前回の1957年改訂の
ときが経営分析会計（c・mptabilit6　analytique　d’exploitati・n）に置かれたのと対照
的に・一般会計（comptabilite　generale）つまり財務会計に置かれ，少なくとも当
初は・主に次の諸事項に関する諸原則ないしは諸規則を再検討することをその
内容とするものであったω。
　（1）データ自動処理を利用する場合における会計組織
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　〈2）会計に付与される誠実性（sinc6rite）と正規性（regularite）・の要請
　，〈3）’企業の状態，取引および成果について可及的に正確な《概観》（image）
　L・を与えることを可能ならしめるような評価
’〈4）貸借対照表，成果計算書および資金計算書（ttibleaux　de　financement）の
　　作成と表示
ド上述のようにして開始された改訂作業ぽ，その後，順調に進展した。そして，
1973年12月には，評価委員会から，一般会計のひとつの支柱をなす評価規定に
関する報告書が，また1975年2Z月には，財務諸表・会計分類委員会から，いま
ひとつの核をなす財務諸表の体系と様式に関する報告書がそれぞれ提出された。
さらに，経営分析会計についても，1974年9月に分析会計委員会から報告書が
提出された⑤。そして，これらはいずれも国家会計審議会総会において承認さ
れた。その結果，これらの成果をもって改訂プラン全体の骨子が明らかにされ，
それにもとついて，やがて新プランが完成・公表されるものと期待されたので
ある。　　　　　　　　　　　　　＋・
　しかるに，折しも，その当時，EC．において，ローマ条約第54条第3項9号
の規定にもとづき，加盟諸国の会社会計の統一化をはかるための動きが急速に
進展し，新しくそれとの調整問題が生ずるに至った。すなわち，ECでは，上
述のような趣旨から，すでに1971年11月10日付で「有限責任会社の年度決算書
に関する第4号指令案」（Proposal　for　a　fourth　Directive　on　the　Annua］Accounts
of　Limited　Liability　C・mpanies）が公表された。この原始草案に関して，ヨーロ
ッパ議会（Eurcpean　Parliament）や経済社会委員会（Economic　and　S・cial　Comrn・
ittee）などのEC関係諸機関をはじめ，　EEC会計士スタディ・グループ（EEC
Acc・untants　Study　Gr・up），さらに1973年1月における拡大ECの成立に伴い，
特にイギリス連合王国，アイルランド，デンマークなどの新規加盟国から寄せ
られた諸種の意見や勧告を考慮に入れて，それを修正し，1974年2月16日付で
「有限責任会社の年度決算書に関する国内法の調整のための第4号修正指令案」
（Amended・Proposal　for　a　Fourth　council　Directive　for　coordination　of　National
Legislation　regarding　the－Annual　Accounts　of　Limited　Liability　Companles）が公表
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された。そして・この第4号修正指令案がEC委員会から加盟諸国の関係機関
に提示され，ここに本指令案と各国の会計諸規定との調整が本格化するに至っ
た。その結果，フランスでも，それと会計統一化のにない手としてのプラン・
コンタプルとの調整問題が急務になり，そのために，新プランの成立は大幅に
延期されることになったのである。
　すでに別稿で考察した（6）ように，第4号指令は，1971年の原始草案において，
年度計算書の作成に関する包括的な基本原則として，ドイッ流の《正規の簿記
の諸原則》（Grundsatze　ordnungsmaBiger　Buchftthrung）を採用していたが，1974
年の修正案では，新しくイギリス流の《真実かつ公正な概観》（true　and　fair
view）を与うべしという包括規定を導入したことに代表されるように，アング
ロ・サクソン型会計思考の摂取に伴い，重要な変更を余儀なくされたのである。
プラン・コンタブルと第4号修正指令案との調整作業においても，このイギリ
ス型包括原則《真実かつ公正な概観》原則の採択の可否が最大の問題になった
が（7），結局は，そのプラン・コンタブルへの導入が実現した。そして，それを含
めて，ようやく最終的な改訂作業が終了し，第4号修正指令案がEC理事会で
一部修正のうえ，採択・確定され，1978年7月25日付で第4号理事会指令「特
定の会社形態の年度決算書」（The　Annual　Accounts　of　Certain　Types　of　Com’
panies）として公表された後に，前述のようにして，新プランが確定・公表され
るに至ったのである。
（D　これは，次の文献においても紹介されている。中村宣一朗稿「プラン・コンタブルの改正」
　企業会計32巻1号（1980年1月号），120頁以下。
（2）Le　Conseil　National　de　la　Comptabilit6；Extrait　de　1，直conomic　et　des　Finances，　N°
　65，　janvier－mars　1974，　p．138．
（3）Le　Conseil　National　de　la　Comptabilit6；N°65，0p．　cit．，　p．132．
（4）Le　Conseil　National　de　Ia　Comptabilit6；N°65，0p．　cit．，　pp．138～139．
（5）中村宣一朗稿前掲稿121～122頁。
（6）拙稿rECにおける会計基準の形成C－）C＝｝」会計115巻1号（1979年1月号）および2号（同2月
　号）参照。
く7）これについては，例えぽ次の文献参照。斉藤昭雄稿「会計制度の国際的統一化の一面一EC
　第4号指令の発効に寄せて」産業経理39巻2号（1979年2月号），51頁。
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　　　　　　　　　　　　皿　新プランの構成
　さて，新プラソは，全部で367頁に及ぶ膨大なものであり，「序説」（lntrodu・
ction）のほかに，三つの編から成っている。すなわち，次のとおりである。
　第1編　一一ma規定・用語および勘定計画（Dispositions　Generales，　Terminologie
　　　　　et　Plan　de　Comptes）
　　第1章　一般規定
　　　第1節　会計に関する一般規定
　　　　A　　　一般原則
　　　　B　　　会計組織
　　　第2節　会計標準化に関する規定
　　　　A　　　会計基準
　　　　B　　　会計調和化
　　　第3節　会計帳簿および勘定記入に関する規定
　　　　A　　　会計帳簿
　　　　B　　　勘定記入
　　　第4節　自動処理の利用に関する規定
　　第2章　用　語
　　第3章　勘定計画
　　　第1節　一般計画の勘定分類
　　　第2節　企業の勘定計画の設定
　　　第3節　勘定表
　第n編　一般会計（Comptabilit6　G6n6rale）
　　第1章　評価方法および成果決定に関する規則
　　　第1節　評価方法
　　　　A　　　－一般規則
　　　　B　　　一般的評価規則の適用
　　　　C　　　外貨変動の影響を受ける資産および負債項目の評価
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　　第2節　成果決定
　第2章　勘定運用と財務諸表
　　第1節　勘定運用
　　第2節　財務諸表
　　　A　　　基礎体系
　　　B　　　単純体系
　　　C　　　発展体系
　第3章　特定の状態・取引および連結財務諸表に関する規定
　　第1節　特定の状態に関する規定
　　第2節　特定の取引に関する規定
　　　A　　　通常の取引
　　　B　　　特別または特殊な取引
　　第3節　連結財務諸表に関する規定　　　　　　　・
　補　足
第皿編　分析会計（Comptabilite　Analytique）
　　A章　一般規定
　　B章　一般的勘定図解
　　C章　勘定分類
　　D章　計算方式
　　E章　企業管理のための分析会計の利用
（640）
（注）ちなみに，現行の1957年プラン（付録を含め，287頁にわたる）は，序説（lnt’
　　roduction）のほか，次のような構成をとっている。
第1部原則（Principes）
　プラン・コンタブル・ジェネラルの目的と内容
　プラン・コンタブル・ジェネラルの適用
第H部プラン・コンタブル・ジェネラル（Plan　Comptable　G6n6ral）
　第1編　勘定案（Cadre　Comptable）
　　第1章　勘定案
　　第2章　勘定表
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　第皿編　一般会計（クラス1ないしクラス8）（Comptabilite　G6n6rale（classes　l　a
　　　　8））
　　第1章一般規定
　　第2章　用語解説
　　第3章　クラス1ないしクラス8に属する勘定の運用方式と評価原則
　　第4章　特殊な事例
　第皿編　経営分析会計（クラス9）（Comptabilit6　Analytique　d’Exploitation
　　　　（classe　9））
　　第1章　一般規定
　　第2章　用語解説
　　第3章　基礎方法とクラス9に属する勘定の運用方式
　　第4章　基礎方法の補足
　　第5章　固定費と変動費
　　第6章　予定原価法
　　第7章分析会計と予算
　　結　論
　第W編　特殊勘定（クラス0）（Comptes　Sp6ciaux（class　O））
第皿部　要望と付録（Voeux　et　Annexes）
　要　　望
　付　　録
皿　一般原則の構造
　さて，新プランは，まず「序説」の冒頭において，会計一それは一般会計
と経営分析会計を包摂した会計一般を意味する一を，次のように定義づけて
いる。
　「一般に，会計とは，次のことを可能ならしめる財務情報体系（syst6me　d’・r－
ganisation　de　r　information　financi6re）である。すなわち，（1）数量化された基礎
資料を識別し，分類し，かつ記録すること，および（2）適切な処理の後に，利害
関係のある各種利用者の諸要請に適合した一連の情報を提供することであるω」。
　このように情報理論の見地から規定された会計は，それが提供する情報の資
質と明晰さを保証するためには，（1）諸原則の尊重，②統制と検証の要請に応える
組織，（3）諸方法と諸手続の適用，および（4）共通用語の使用などを前提として成立
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するものである。ここに，これらの諸要素を包含したプラン・コンタブルの存
在理由が見出される。けだし，プラン・コンタブルは，「会計諸機能を正しく遂
行することを可能ならしめる諸規則および諸方式の全体」であり，会計が上述の
ような機能をよく遂行するためには，これへの準拠が要求されるからである②。、
　引き続いて，新プランは，第1編「一般規定・用語および勘定計画」の第1
章第1節のAにおいて，「一般原則」（Principes　Gen6raux）を指示している。ま
ず，その冒頭で，「会計は，企業の状態と取引についての真実な概観を示す報告
書を提示するために，慎重性の規則を尊重したうえで，正規性と誠実性の要請
を充足しなけれぽならない⑧」と述べている。これは新プランにおける包括原
則としての性格を有するものであり，新プランの諸規定全体を貫く基本的要請
をなすものであるω。
　この基本的包括原則を分析すると，それは，《真実な概観を示す》という目
的理念を頂点とし，それを支持し，実現するための手段概念として，特に《慎
重性》，《正規性》および《誠実性》という3つの原則を要請している。これら
3つの原則は，それぞれ次のように定義される（5）。
　慎重性（la　prudence）とは・傘業の財産および成果を損なうおそれのある現在
の不確実性（incertitudes）を，将来に転嫁する危険を回避するための事実の合理
的な認識である。
　正規性（1a　regularite）とは，現行の諸規則および諸手続への準拠性である。
　誠実性（la　sincerite）とは，取引・事件および状態の現実性と重要性について，
会計責任者が通常もつべき認1識にもとつく，これらの諸規則および諸手続の。
　誠実な（de　bonne　f・i）適用である。
　さらに，この基本的包摂原則に従属する原則として，新プランは，次の4つ
のものを指示している（6）。
　1・会計は，その目的の実現のために必要な資料を，それらが数量化，すな
　　わち適当な単位数により表現できる限り，識別し，かつ分類する。
2．これらの基礎資料は，それらを適時に処理できるように，遅滞なく記録
　　する。
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　3．　会計情報は，利用者に，取引・事件および状態についての妥当・忠実・
　　明瞭かつ完全な記述を提供しなけれぽならない。　　　　’
　4．　連続する期間における会計情報の首尾一貫性は，諸規則および諸手続の
　　適用の継続性を含意する。この継続性の原則（principe　de　permanence）に対
　　する例外は，よりよい情報の追求によって正当化されるべきである。もし
　　変更が生じた場合には，当該期間に関し，新しい方法により作成された情
　　報とともに，当該変更の及ぼす会計的影響に関する一切の有用な明細を伝
　　達することが必要である。
　このうち，1は，網羅性の原則，2は，適時性の原則，3は，明確性の原則，
そして4は，継続性の原則を指示したものである（7）。この4つの原則は，前記
の基本的包括的原則とともに，新プランにおける《一般原則》を構成するので
ある。すなわち，これらの原則は，後に指示される個々の会計処理の原則や手
続の適用を律する。
　ところで，上述のような一般原則に関して，特にわれわれの目を引くのは，
やはり，基本的包括原則における目的命題として採用されている《真実な概
観》の要請である。これは，イギリス会社法第147条の規定にいう《真実かつ
公正な概観》（true　and　fair　view）t／こ相当するものであり，さきに一言したよう
に，この本来的にアングP・サクソン的概念がECの1978年第4号確定指令に
導入されたのに対応し，それとの調整をはかる趣旨から，新プランに採り入れ
られたのであった。
　しかし，フランスの論者が指摘しているように，この《真実な概観》概念は，
特に《正規性と誠実性》に依拠するフランス人の思考体系（8）とは全く異質のも
のである。すなわち，この概念は，《正規性・誠実性》概念よりもはるかに広
く，豊富な内容をもつものであり，真実（verite）を述べるだけではなく，それ
を最も適合した形式において表現することを要請するものである。したがって，
この概念によると，財務諸表は，それが表示する現実について最良の概観を忠
実かつ率直に提供することが要求されると解されるのである（9）。その意味では，
この概念の導入は，フランスの伝統的会計に対するきわめて重要な変革を示唆
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するものといわなけれぽならないであろうao）。
　次に，前掲の諸原則のうち，本稿の取り扱う評価規定との関連において，特
に問題になるのは，慎重性の原則である。後に考察するように，新プランの評
価規定の根底には，明白にこの原則が据えられ，その内容を限定する作用をは
たしているのである。
（1）（2）　PCG（1979），　N皿．
（3）　PCG，　P．5．
（4）中村宣一朗稿「フランス新会計基準の確定・総論」企業会計32巻2号（1980年2月号）56頁。
（5＞⑥　PCG，　pp．5～6．
（7）なお，中村宣一朗教授は，2を秩序性の要請ととらえ，1の網羅性の要請とを合わせて，「正
　規の簿記の原則」を構成するものと解されている。中村宣一朗稿「前掲稿」57頁。
（8）例えぽ，フランス商事会社法第228条第1項に，次のように規定されている。「会計監査役は．
　財産目録，損益計算書および貸借対照表が正規かつ誠実に作成されているか否かを監査しなけ
　ればならない」。
⑨　Robert　Pirolli；La　r6vision　du　plan　comptable　gξn6ral，　Revue　Fran－aise　de　Compta－
　bilit6，　N°83，　mai・juin　1978，　P．206．なお，次の文献参照。斉藤昭雄稿「前掲稿」51頁。拙稿
　「フランス会計原則の改訂問題一特に新財務諸表の体系と様式について」産業経理38巻12号
　（1978年12月号）51頁。
⑯　なお，中村宣一朗教授は，新プランにおけるこの概念と伝統的な正規性・誠実性概念との結
　合について，次のように指摘されている。「こうして本来独立の命題として措定されそれ自体で
　包括的原則となるはずのr真実な概観を表わすぺし』との原則を目的命題にすえるとともセこ，そ
　の達成のためには，PCの規定への準拠を意味する正規性とその誠実な適用を意味する誠実性の
　2つの要講を充足すぺしとする要請命題を設けることによって，．＿＿＿EC第4号指令のいう
　r真実かつ公正な概観』の原則を尊重する一方，フランス会計で伝統的に尊重されてきた正規性
　と誠実性の要請にもしかるぺき位置を与え，その遵守を要求しているのである」と。中村宣一朗
　稿「前掲稿」57頁。　　　　．
IV　評価規定の内容
　1．はじめに
　さきに概観したように，新プランは，第H編において，「一般会計」を取り
上げている。ここに一般会計（comptabilite　generale）とは，いわゆる財務会計に
相当し，「企業財産に影響を与えるすべての取引を記録することを目的とする」
ものであり，それを通して，1営業年度末または他の期末において，（1）成果を
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算定し，かつ（2）財政状態（積極および消極項目の会計状態）を表示することを可
能ならしめるものであると定義されるω。
　一般会計に関する諸規定のうち，特にその主要な内容をなし，また1957年プ
ランに比ぺて著しく改訂されたのは，財務諸表に関する規定と並んで，本稿の
対象とする評価方法に関する規定である（2）。以下，後者に照準を置いて考察し
たい。
　さて，新プランは，第皿編の第1章第1節において，「評価方法」（MEthodes
d’Evaluation）に関する規定を設けているが，それは，　A　r一般規則」，　B「一・
般的評価規則の適用」およびcr外貨変動の影響を受ける資産および負債項目
の評価」という形をとって，体系的かつ網羅i的に展開されている。このような
取扱いは，1957年プランが特に諸勘定の運用に関連して個別的に評価規則を提
示しているのに比べて，きわめて対照的であり，評価規定の整備をはかったも
のとして注目される。まず，一般規則からながめよう。
　2．　評価の一般規則（Regles　Generales）
　さて，新プランは，本節の冒頭において次のように述べ，その基本的な評価
原則を指示している（3）。
　「評価方法は，歴史的原価（cofit　hist・r三que），指数修正原価（c・at　hist・rique
indexe），現在価値（valeur　actuelle）等の諸概念に依拠することができる」が，
「記帳の対象となる諸項目の評価に関し，プランが採用する基本的方法は，歴
史的原価法（m6th・de　des　cofits　hist・riques）である」と。
　これから明らかなように，新プランは，基本的に歴史的原価主義の立場に立
っており，その限りでは，1957年プランと特別異なるところはないのである。
　新プランは，この歴史的原価法は，下記の条件のもとにおいて，諸項目の取
得価額または製造原価にもとつくものであるとして，次に紹介するように，流
入一棚卸一決算という3段階にわけて，その規則を指示しているω。
　　A．流入日の評価
　流入日には，財（bien）は，次の諸規定にしたがって記帳する。
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　1．　一般的ケース
（1）有償で取得した財は，その取得原価で記帳する。
②　企業が製造した財は，その製造原価で記帳する。
（3）無償で取得した財は，その市場価値で記帳する（注）。
（注）
（1）取得原価（cofit　d’acquisition）は，購入価額に附随費用を加算して決定する。購
　入価額とは，取引日において当事者の同意から生じる貨幣額である。また附随費用
　とは，財を取得し，かつそれを利用可能な状態に置くために要する直接費および間
　接費である。ただし，間接費については，当該財の取得に関係づけることができる
　もののみが含まれる。
（2）製造原価（cofit　de　production）は，①消費した主要材料・補助材料の取得原価
　に，②製造直接費および③製造聞接費を加算して決定する。ただし，製造間接費に
　ついては，当該財の製造に関係づけることができるもののみが含まれる。
（3）市場価値（valeur　v6nale）は，ある財について，それが実際に存在する状態と場
　所において，企業の買手が与えることを承認すると想定される価額である。それは，
　当該財の記帳時における企業の状態にもとついて評価しなければならない。その際
　には，大抵の場合，経済的に承認される経営継続の仮定が採用される。
　　2．　特殊なケース
　さらに，特殊なケースとして，下記のそれぞれの場合における記帳価額の決
定が問題となる。
　（1）終身年金証書（rents　viageres）の支払により取得した財は，価格契約にも
　　とつく価額，またはそれがない場合には，評価額により記帳する。
　（2）現物出資として受領した財は，出資証書（acte　d’apport）に記載される
　　それぞれの価額で記帳する。
　（3）交換により取得した財は，2つの給付の市場価値のうち確実な評価額で
　　記帳する。
　（4）企業がその取得のために設備助成を受けた財は，その取得原価または製
　　造原価で記帳する。
　B．棚卸評価
棚卸（inVe其taire）の際に，企業は，資産・負債項目の調査（reCenSement）と評
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価を行う。
　1．　資産・負債項目の評価は，その現在価値（valeur　actuelle）により行う。
　2．　これらの項目に含まれる財の現在価値は，その棚卸時の市場価値
（valeur　v6nale　a　1’inventaire）である。この価値の決定のためには，当該財の性
質に最もよく適合した参考資料（references）や技術（techniques）が利用される
（市場価格，価格早見一覧表，市場価格表，特殊価格等）。
　3．　原則として，企業は，各棚卸について，同一の評価規則を保持しなけれ
ぽならない。もしそれを変更した場合には「一般原則」の箇所で述べた措置が
講じられることになる。
　　C．決算評価
　決算（arrete　des　c・mptes）のためには，財の簿価は，以下の諸規定にしたがっ
て決定する。
　1．財の流入価値（valeur　d’entree）は，総額（valeur　brute）で記帳しつづける。
　2．　この価値と当該財の現在価値とを比較する。
　（1）資産項目については，現在価値と流入価値の間に確認された増加（plus・
　　values）は記帳しない。一方，減価は（m・ins－values）一定の条件のもとで記
　　帳する。
　②　外部負債項目については，価値増加のみを一定の条件のもとで記帳する。
　3．上記の諸規則にかかわらず，企業は，その計算書の再評価（法定再評価
（reevaluation　16gale）または自由再評価（reevaluati・n　libre））の範囲内で価値修正
（ajustements　de　valeur）を行うことができる。
　以上紹介したように，新プランは，歴史的原価主義つまり取得原価主義の立
場から，評価の一般規則を規定しているが，それは，特に流入日の評価，棚卸
評価および決算評価という3段階に分けて提示されている。この点はきわめて
特徴的である。いま，その要点を整理して示すと，次のとおりである。
　1．　流入日の評価に関し，評価基礎として，取得原価が用いられる。ただし，
無償取得の場合のように，取得原価が存在しない場合には，市場価値が用いら
れる。
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　2．棚卸評価に関しては，現在価値（valeur　actue］le）による評価が行われる。
ここにいう現在価値とは，当該項目（資産項目および負債項目を含む）の棚卸時に
おける市場価値を意味する。
　3，決算評価に関しては，（1）当該項目の流入価値を総額のまま保持する。他
方，（2にの流入価値と（棚卸評価こおいて確定した）現在価値とを比較して，①
資産項目については，増価は計上せず，減価のみを一定の条件（後にみるよう
に，一般的には，引当金の設定による）により計上する。②外部負債項目について
は，価値増加のみを計上する。③これらの諸規則にかかわらず，企業は，再評
価（法定再評価または自由再評価）の枠内で，価値修正を行うことを許容される。
　3．　一般的評価規則の適用（Application　des　Regles　Gen6rales　d’Evaluation）
　　A．資産項目の評価（Evaluation　des　616ments　actifs）
　上述した評価の一般規則は，下記の条件のもとで，各種資産項目の評価に適
用するものとする。
　　1．有形固定資産および無形固定資産（immobilisations　corporelles　et
　　　　incorporelles）
　標記の資産項目の決算評価は，次のように行う（5｝。
　L　現在価値と流入価値の間に確認された増加は記帳しない。
　2．　一方，減価は，次の条件のもとで計上する。
　（1）期待される用役能力（potentiel　des　services）が通常，時の経過，使用，
　　技術の変化その他の原因により，回復不能（irreversible）と判断されるよう
　　に減価する財については，企業は，場合により修正可能な償却計画を設定
　　する。各決算日において，当該財の純簿価は，償却計画を流入価値に適用
　　して算定する。この純簿価は，当該財の現在価値がそれよりも低い場合を
　　除き，その現在価値によって影響されない。
　　　なお，財の現在価値が純簿価よりも低い場合には，次のように処理する。
　　①その減価が回復不能と判断される場合には，臨時償却を行い，残りの
　　　償却計画を修正する。
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　　②減価が回復不能と判断されない場合には，引当金を設定する。
　（2）その他の財についても，現在価値が簿価よりも低い場合には，その差額
　　について，上記（1）と同じ処理を行う。
　3．　引当金勘定（comptes　de　provisions）は，各営業年度末に，場合により追
加繰入れまたは成果への戻入れにより修正する。
　4．現在価値と純簿価の比較は，原則として，各項目ごとに行う。
　　2．有価証券（titres）
　　（a）資本参加有価証券（titres　de　participati・ns）の評価〔6）
　1．　資本参加有価証券の流入日における記帳価額は，その取得価額，または
取得契約の条件により決定された価値である。
　2．　上場有価証券であれ，非上場有価証券であれ，流入日以外の日における
資本参加の価値は，慎重にしてかつ思慮深い企業主が，もしこの資本参加を取
得しなけれぽならないとした場合に，その取得のために支払うことを承認する
であろう価値，すなわちその資本参加が当該企業に対して有する効用にもとつ
く使用価値（valaur　d’usage）である。
　3．　その変動が偶発的な事情から生じたものでない限り，この評価のために，
特に取引所の相場，収益性とその見通し，実現の見通し，ならびに原始取引の
基礎となる評価動機などの要素を考慮に入れることができる。
　4．　流入時の記帳価額と上記の2・3で定義した現在価値との比較から，増
価または減価が生じる。
　この増価または減価は，同一の権利をもつ，同一の性質の有価証券の種類別
の増価総額または減価総額である。
　減価のみが当期成果に影響を与え，減価引当金（pr・visi・n　p・ur　d6pr6ciati・n）
の形で記帳されるべきである。減価は，原則として，価格の騰貴している有価
証券の増価と相殺しない。
　5．　同一の権利をもつ，同一性質の有価証券の一部が譲渡の対象となる場合
には，譲渡さ・れる部分の流入価値は，原則として，加重平均購入原価（cofit　d’
achat　moyen　ponder6）で評価する。売却される部分のために総会が議決権の遇
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半数を失う場合には，保有される部分の価値は，それに応じて修正しなければ
ならない。
　　（b）投資有価証券（titres　imm・bilises）および一時所有有価証券（valeurs
　　　mobili6res　de　placement）の評価（7）
　1．　投資有価証券および一時所有有価証券の流入日における記帳価額は，そ
の取得価額，または取得契約の条件により決定された価値である。
　2．各期末において，次のように棚卸価値（valeur　d’inventaire）　tlこよる評価
を行う。
　（1）上場有価証券は，最終日の平均相場で評価する。
　（2）非上場有価証券は，その現在価値（見積売却価値）で評価する。
　3．　流入日の記帳価額と上記の棚卸価値との比較から，増価または減価が生
じる。この増価または減価の取扱いは資本参加有価証券の場合と同じである。
　4．外貨で表示される上場有価証券（titres　cotes　libel16s　en　monnaies　etrangeres）
の評価については，次のものを考慮に入れる。
　（1）当該有価証券が国内で上場されている場合には，国内相場
　（2）当該有価証券が外国だけに上場されている場合には，外国相場。この場
　　合には，評価日の為替相場（c。urs　du　change）を適用する。
　5．　ただし，特定の上場有価証券について，一時的とみられる異常な相場の
低落が生じた場合には，企業は，その経営者の責任において，当該有価証券に
確認された減価の一部または全部を引当金に計上せずに，ただ他の有価証券に
確認された正常な増価の範囲内でのみ，引当金に計上することができる。
　同一の権利をもつ，同一性質の有価証券の一部が譲渡の対象となる場合には・
譲渡される部分の流入価値は，原則として，加重平均購入原価（coGt　d’achat
moyen　p・ndere）で評価する。
　　3．　棚卸資産（8）（stocks　et　productions　en　cours）
　1．　棚卸資産の流入日における記帳価額は，その取得原価に，場合により・
当該資産をそれらが存在する場所と状態に置くために生じた費用を加算した金
額に等しい。
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　流入原価には，その形成に正常に参加する要素のみが含まれる。損失および
浪費（gaspillages）はそれから除去される。製造間接費の加工原価への配賦は，
正常生活能力（capacit6　normale　de　production）にもとついて行う（合理的配賦）。
過小操業度（正常能力以下の生産）のために配賦されない固定費部分は，期間費
用とする。この正常能力は，各企業ごとに，その企業が使用する諸手段および
それが合理的に予測しうる生産量にもとついて決定される。
　相互に交換可能な類の財のうち個別化できる品目または銘柄，ならびに特定
のプロジェクトに物理的に識別され，かつ充当される品目または銘柄について
は，流入原価は，各品目または銘柄ごとに決定する。
　各銘柄の内部において，入庫後に単一の口別に識別できない相互に交換可能
な品目については，流入原価は，（1）前期末棚卸原価と（2）当期購入品流入原価の
合計額に等しいと考えられる。この合計額は，先入先出法（m6thode《premier
entre／premier　sorti》）または加重平均原価法を適用して，消費品部分と在高部分
とに配分する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　2．　棚卸の際に，棚卸資産の評価は，その現在価値で行う。棚卸資産は各単
位ごとに評価しなけれぽならない。
　3．決算のためには，棚卸資産の簿価は，次のようにして決定する。
　（1）評価は，その流入原価と現在価値の比較により行う。この場合に斜酌さ
　　れるのは，この2つの数字のいずれか低い方である。もし現在価値が斜酌
　　された場合には，これは流入原価を基礎にし，それから減価引当金を控除
　　して表示する。
　②　ただし，流入原価が現在価値よりも高い場合でも，将来履行する義務の
　　ある確定販売契約（contrat　de　vente　ferme）の対象となった棚卸資産につい
　　ては，これを保持する。けだし，約定販売価格は，この原価および当該契一
　　約の誠実な履行のために要する費用総額を補償するからである。これは，
　　確定販売契約の対象となった製品の製造に含まれる補助材料（appr・visi。nn・
　　ements）の評価についても，妥当する。けだし，この補助材料の在高は個’
　　別化され，かつ約定販売価格は当該補助材料の流入原価，加工原価および
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　　当該契約の誠実な履行のために要する費用総額を補償するからである。
　　B．外部負債項目の評価（9）（Evaluation　des　61ξments　du　passif　externe）
　1．　不可逆的と判断される外部負債項目の価値増加は，外部負債として記帳
した債務に対する付加である。この価値増加が不可逆的と判断されない場合に
は，それは引当金の形で確認する。
　2．　不可逆的になった外部負債項目の価値減少は，外部負債として記帳した
債務に対する控除である。この価値減少が不可逆的でない場合には，それは，
当該項目の評価に影響を与えない。けだし，当該項目は原始原価で記帳しつづ
けられるからである。
　上述のように，新プランは，さきにみた一般的評価原則の適用という形で，
資産項目と外部負債項目に関する評価規則を指示している。特に資産項目につ
いては，1．固定資産（有形固定資産および無形固定資産），2．有価証券（資本参加有
価証券および投資有価証券・一時所有有価証券），および3．棚卸資産に分け，それぞ
れの資産クルー一プごとに，その特性を顧慮して，低価主義を加味した歴史的原
価主義の具体的な適用が企てられ，きわめて詳細な規則が展開されている。こ
こでは，こうした各種資産項目の評価規則に関して，特に次の諸点に注目して
おきたい。
　まず第1に，新プランは，各種資産について，取得原価評価を基礎にしてい
るが，その反面において，減価の計上（資産価値の切下げ）を強制あるいは容認
する措置を広範に用意している点である。これを整理して示すと，下記のとお
りである。われわれは，そこに，慎重性の原則を根拠にした低価主義一ただ
し・それは，取引財だけではなく，使用財としての固定資産にも適用される，
拡大された低価主義一の広範にわたる適用を見出すことができる。
　　1．　固定資産
　（1）期待される用役能力が時の経過，使用，技術の変更等の原因により減価
　　する固定資産については，①その減価が回復不能な場合には，臨時償却を
　　行い・また②減価が回復不能でない場合には，減価引当金の設定により計
　　上する。
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　〈2）その他の固定資産についても，現在価値が簿価よりも低い場合には，そ
　　の差額について同じように処理する。
　　2．有価証券
　く1）資本参加有価証券について，流入価値と現在価値の比較により認識され
　　た減価は，減価引当金の設定により計上する。
　（2）投資有価証券および一時所有有価証券について認識された減価について
　　も，同じように処理する。ただし，特定の上場有価証券について，一時的
　　とみられる異常な相場の低落が生じた場合には，企業は，他の有価証券に
　　確認された増減の範囲内でのみ，引当金に計上することができる。
　　3．棚卸資産
　各種の棚卸資産について，流入価値と現在価値の差額として認識された減価
は，減価引当金の設定により計上する。
　第2に，上述のような減価の計上は，一般に，当該資産価値から直接減額す
るような形で行われるのでなく，減価引当金の設定により間接的に行われると
いうことである。その結果，当該資産の流入価値は，それが企業内部にとどま
る限り，保持しつづけられることになる。
　最後に，固定資産の評価規則の箇所に明示されているように，資産の本質が
《期待される用役能力》（p・tentiel　des　services　attendus）と規定されている点で
ある。このような資産の本質規定は，近年におけるアメリカを中心とした会計
理論の新たな展開の中で表明された将来の《用役能力》（service・p。tentials）とし
ての資産概念と同じものであり，その意味で，新しい理論の成果を採り入れた
ものである。そして，このような資産性の認識が棚卸評価における現在価値導
入の理論的根拠をなすものと考えられる。
　しかしながら，新プランでは，資産の現在価値とは，当該資産の《棚卸時に
おける市場価値》（valeur　v6nale　a　l’inventaire）であって，《用役能力》概念から
論理的に導き出されると考えられる，将来のキャッシュ・フローの《割引現価》ao）
ではない点に注意することが必要である。その意味では，現在価値基準は，こ
こでは，せいぜいが《用役能力》の近似値として導入されているにすぎないの
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である。また，新プランでは，この現在価値基準の導入は，棚卸評価の段階に
とどまり，正規の財務諸表計算と結合する決算評価には，原則として，それが
流入価値より低い場合にのみしか採り入れられないのである。理論的に吟味す
ると新プランは，これらの点に，問題を残しているものといわざるをえないで
あろう。
　　　4．外貨変動の影響を受ける資産および負債項目の評価（Evaluation　des　el6m－
　　　　　ents　actifs　et　passifs　dont　la　valeur　d6pend　des　fluctuations　des　monnaies
　　　　　6trang6res）
　新プランは，標記の諸項目の評価に関する規則を新しく提示している。その
内容は次のとおりである。
　　1．　固定資産（ID（immobilisations）
　外国にある固定資産は，その流入価値で記帳する。これらの固定資産の原価
が外貨で表示されている場合には，それは，取引日の相場による本邦通貨に換
算する。
　償却累計額および必要な場合には，減価引当金は，この価値にもとついて計
算する。
　いずれにせよ，外貨の変動から生じる損益は，当該固定資産が流出するとき
にはじめて最終的に算定され，財務費用または財務収益に計上する。
　　2．債権および債務q2｝（creances　et　dettes）
　1．　外貨建債権および債務は，最近の為替相場にもとついて本邦通貨に換算
し，記帳する。
　2．決算日現在の換算率を適用したために，本邦通貨による従来の簿価が修
正される場合には，換算差額は，将来の調整を予期して，次のように経過勘定
（comptes　transit・ires）セご記入する。すなわち，（1）当該差額が未実現損失（Perte
latente）に相当する場合には，貸借対照表資産の部に記載し，（2）未実現利益
（gain　latent）に相当する場合には，貸借対照表負債の部に記載する。
　3・　為替ヘッジ（converture　de　change）によって相殺される未実現損失または
利得は，貸借対照表上，この経過勘定のもとに明記する。
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　4．　未実現利益は，成果を形成しない。
　5．　一方，未実現損失は，危険（為替損失）引当金の設定を伴う。
　6．未実現損失の額に相当する引当金の設定により，企業の財産，財務状況
または成果についての真実な概観を与えることができない場合には，企業は，
次のように必要な調整を行う。
　（1）外国為替により行おれた取引が，企業により為替相場の変動結果をヘッ
　　ジするための平行取引（operation　parallさle）を伴う場合には，引当金は，ヘ
　　ッジされない危険の限度までしか設定しない。
　②　未実現損失が生じた外貨建の借入金が，当該借入金と同じ外貨を貨幣単
　　位とする国にある固定資産の取得，またはその固定資産を表彰する有価証
　　券の取得に充当された場合には，原則として，当該借入金にかかわる未実
　　現損失の総額に相当する引当金は設定しない。
　　　この場合には，借入期間か，当該財の耐用期間のいずれか短い方の期間
　　にもとついて，最も適当な方法により調整を行う。
　（3）条件が十分に類似している取引に関する未実現損失と利益が，為替相場
　　の全体的状況に一致すると考えられる場合には，引当金繰入額は，損失の
　　利得に対する超過額に限定することができる。
　（4）外貨建借入金に関する財務費用が，もしその借入金が本邦通貨で契約さ
　　れたとした場合よりも小さい場合には，引当金当期繰入額は，この計算費
　　用と実際に負担した費用との差額に限定することができる。
　（5）未実現損失が数営業年度に影響するような取引にかかわる場合には，企
　　業は，その妥当性を証明すべき方法により，この損失の期間配分を行うこ
　　とができる。
　7．　換算差額の記帳方法は，計算書附属明細書に明記しなければならない。
それは，正当な理由がある場合にのみ修正することができる。
　8．決算日におけるすべての換算損益の額は，附属明細書に記載しなければ
ならない。
　　3．　資本参加有価証券，投資有価証券および一時所有有価証券ael（titres　de　pat’
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　　　　ticipation，　titres　immobilis6s　et　valeurs　mobilibres　de　placement）
　外貨で表示される有価証券（titres　libelles　en　m・nnaies　etrangers）で，外国に
のみ上場されているものの価値の本邦通貨への換算は，それぞれの取引日の為
替相場により行う。
　　4．棚卸資産⑭（stocks）
　外国で保有している棚卸資産の外貨による価値は，期末に，商品，材料およ
び製品のそれぞれの種類ごとに，当該項目の購入日または入庫日に適用される
相場の加重平均値により，本邦通貨に換算する。この計算方法の適用が困難な
場合には，企業は，他の方法を，それが成果に著しい影響を与えない程度にお
いて，使用することができる。
　減価引当金は，棚卸日現在の価値がその日の為替相場を斜酌した流入価値よ
りも低い場合に，設定する。
　　5．支払手段㈱（disponibilit6s）
　決算日に存在する外貨による現金預金，または即時的請求権（exigibilite　im－
mediate）は，最近の為替相場にもとついて本邦通貨に換算する。その際に生じ
た換算差額は，当期成果として計上する。
　以上のように，新プランは，変動為替相場への移行に対応して，新しく「外
貨変動の影響を受ける資産および負債項目の評価」に関する規則を定めている
が，その要点を示すと，次のようになる。
　1．外国にある固定資産で，その原価が外貨で表示されているものは，取引
日の相場により本邦通貨に換算する。償却累計額および減価引当金は，この価
値を基礎にして計上する。外貨変動損益は，当該項目の流出時に，財務損益と
して計上する。
　2．　外貨建債権および債務は，最近の為替相場により本邦通貨に換算する。
換算差額は，将来の調整を前提として，経過勘定に記入する。すなわち，（1）ge
算差額が未実現損失を示す場合には，貸借対照表資産の部に，また（2）それが未
実現利益を示す揚合には，負債の部に記載する。未実現利益は成果を形成しな
いが，未実現損失は危険引当金の設定を伴う。
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　3．外貨で表示される有価証券（資本参加有価証券・投資有価証券および一時所
有有価証券を含む）で，外国にのみ上場されているものの価値は，取引日の為替
相場により本邦通貨に換算する。
　4．　外国にある棚卸資産の外貨による価値は，決算日に，各種類ごとに，そ
の購入日または入庫日に適用される平均相場により，本邦通貨に換算する。減
価引当金は，棚卸日の為替相場を勘酌した価値がその流入価値よりも低い場合
に，設定する。
　5．　外甲為替による現金預金または即時的請求権は，最近の為替相場にもと
ついて本邦通貨に換算する。換算差額は，当期成果として計上する。
　このように，新プランにおける外貨建項目等の換算規則によると，外国通貨
および外貨建貨幣性資産および負債項目（外貨建債権および債務）は，基本的に
・は，決算の際に決算日レート（current　rate）によりフランに換算する。他方，
非貨幣性資産項目（固定資産および棚卸資産）は，決算の際に，取得日レートま
たは発生日レート（historical　rate）セこより，フランに換算するのである。（なお，
後老については，棚卸日の為替相場を勘酌した価値が取引日または発生日レートにょり，
低い場合には，別個に減価引当金が計上される）。したがって，その換算方法は，基
本的には，「貨幣・非貨幣法」（monetary－nonm・netary　method）の考え方にもと
つくものであるといえる。
　ただし，この規則は，有価証券のうち，特に《外貨で表示される有価証券
で，外国にのみ上場されているもの》（tltres　libel16s　en　monnaies　etrang6res　et
cotes　seulelnent　fi　I’etranger）について，取引日レートによる換算を要求してい
るが，この種の項目は本来貨幣項目に属する点を考慮すると，このような取扱
いは，いわゆる「テンポラル法」（temporal　method）の考え方を採り入れたもの
とみられる。
　それゆえ，この規則で採用されている外貨換算方法は，「貨幣・非貨幣法」
を基礎にし，これに一部「テンポラル法」の考え方を導入したものである，と
評することができるであろう。
　（1）　PCG（1979），　p．p8．
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（2）なお，本プランにおける評価規則の概要，および財務諸表規則の内容については，拙稿「フ
　ランス新会計基準の確定」企業会計32巻2号（1980年2月号）で紹介されている。
（3）　PCG，　p．101．
（4）PCG，　pp．101～103．
⑤　PCG，　pp．103～104．
（6）PCG，　pp．104－v105．
（7）　PCG，　pp．105．
（8）　PCG，　pp．105～106．
⑨　PCG，　p．107．
⑩　この点については，例えば，次の文献参照。AAA，　Committee　on　Concepts　and　Standards・
　Long－Lived　Assets，　Supplementary　Statement　No．1，　Accountillg　for　Land，　Buildings
　and　Equipment．　Committee　on　Concepts　and　Standards・lnventory　Measurement，　Supple－
　mentary　Statement　No．2，　A　Discussion　of　Various　Approach　to　lnventory　Measurement．
　Accounting　Review，　July　1964．また，不破貞春著r時価評価論』1979年，100頁以下参照。
aD　PCG，　p．107．
⑫　PCG，　p．108．
⑬　PCG，　p．108．
aの　PCG，　p．109．
㈲　PCG，　p．110．
V　む　す　び
　以上，1979年の新プランにおける重要な内容をなす評価規則を取り上げて，
紹介・考察した。この新プランにおける評価規則は，「評価の一般規則」，「一般
的評価規則の適用」，ならびに　「外貨変動の影響を受ける資産および負債項目
の評価」の3部に分けて設けられ，また各項目の評価に関し，（1）流入日の評価，
（2）棚卸評価，および（3）決算評価という3段階にわたり，体系的かつ網羅的に展
開されている。そのような取扱いは，もっぱら諸勘定の運用に関連して個別的
な評価規則を設けている，現行の1957年プランに比べて，評価規定としての体
裁の整備をはかったものといえる。
　このような新プランの評価規則は，これを内容的に検討すると，特に次の諸
点が注目されるであろう。
　まず第1に，新プランにおける評価規則は，歴史的原価主義を評価の基本原
則として採用しているが，各種資産項目の決算評価に関し，特に減価を引当金
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の設定により斜酌することを規定しており，したがって，それは，慎重性の原
則の表明としての低価主義を加味した歴史的原価主義（ないし取得原価主義）の
立場に帰しているという点である。その限りでは，やはり，従来の伝統的な評
価主義を踏襲したものにほかならないのである。
　ただし，この評価規則は，他面において，資産の本質規定に関して，《将来
の用役能力》という，近年における新たな会計理論の展開の中で主張されてい
．る概念を導入し，それに対応して，特に棚卸評価のレベルでは現在価値による
評価（時価評価）を採り入れているのである。この点はきわめて特徴的である。
したがって，本規則は，たとえ慣行的評価主義の枠組の中ではあるとしても，
このような意味において，時価主義の導入に一歩を踏み出したものと評するこ
とができる。
　しかし，そうはいうものの，本規則によると，棚卸評価のレベルでは時価評
価が行われるとしても，決算評価のレベルでは，そのような時価数字の採用は
それが流入原価よりも低い場合に限られ，その結果，財務諸表数学の測定基礎
という点からみると，上述のように，慣行的な評価規則の継承に終わっている
のである。
　すでに周知のように，プラン・コンタブルの改訂過程において，さきに紹介
した国家会計審議会の専門委員会《評価委員会》から，1973年に提出された報
告書r企業資産項目の評価』の中で，基本的評価基準として取替原価を内容と
する《現在経済価値》（valeur　economique　reelle）を導入することが提案された
がω，その点を想起すると，上述のような結末は，やはり著しい後退であると
いわざるをえないであろう②。なお，この点に関して，プラン・コンタブル改
正案との調整が問題になったEC第4号指令においては，確かに，取得原価主
義が基本的評価原則として採用されているが，他面で，取替原価評価，その他
のインフレ会計法も許容されているのである（3）。
　このように，新プランが結局において慣行的な評価原則に帰着した理由の根
本的な究明については，さらに今後の検討に待たざるをえない。ここでは，た
だ，そのような結果をもたらした事情の一つとして，新プランの評価規則が特
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に再評価措置の実施を前提として成立・確定したものと考えられる点だけを指
摘しておきたい。それは，さきにみたたように，「評価の一般規則」の項で，
歴史的原価主義の採用にもかかわらず，「企業は，再評価（注定再評価および自由
再評価）の範囲内で価値修正（ajustements　de　valeur）を行うことを許容される」
と明定されているところから，うかがうことができる。フラソスでは，すでに
別稿で考察した（4｝ように，1966年会社法の適用命令たる1967年3月23日付大統
領令第244条と，第295条第1項による「自由再評価」（re6valuati・n　libre），さら
には，1977年財政法（1・ide　finances）第61条による「非償却性固定資産再評価」・
（r6evaluation　des　immobilisations　non　amortissables），および1978年財政法第69・
条による「償却性固定資産再評価」（r6evaluati・n・des・immobilisati・ns　amortissables）1
などの再評価措置が相次いで実施されているが，結局は，これらの措置一プ
ラン・コンタブルの枠外の措置一をもって，折から進行中のインフレーショ
ンに当面対処しうるものとみられたのではないかと推論されるのである。
　最後に，新プランは，変動為替相場制への移行に対応して，新しく外貨建項
目等の評価に関する規定を設けている点が注目されるが，そこで採用されてい
る外貨換算方法は，「貨幣・非貨幣法」を基礎にし，部分的に「テンポラル法1
の考え方を採り入れたものであると考える『ことがでぎる。
（D　これについては，次の文献参照。中村宣一朗稿「プラン・コンタブルの改正」企業会計32巻1
　号（1980年1月号），pp．121～122．青木脩著丁フランス会計制度』1977年，230頁以下。
（2）前掲拙稿，企業会計32巻2号，71頁。
〔3）これについては，拙稿rECにおける会計基準の形成◎」会計115巻2号（1979年2月号）参照ひ
（4）拙稿「フランスにおける自由再評価問題一特に国家会計評議会のr貸借対照表自由再評価に
　関する意見書』をめぐ6て÷≒」．本誌59巻5・6号参照。
